
[鳥取県立農村総合研修所] 

指 定 管 理 施 設 運 営 評 価 委 員 会 評 価 報 告 書 

 

指定管理施設における施設管理状況の点検について（平成 19年 9月 19日付第 200700099675号行政経営

推進課長通知）に定める「指定管理業務点検要領」に基づき、鳥取県立農村総合研修所審査委員会として、以

下のとおり指定管理者による当該施設の管理運営状況について、中間年度までの実績をもとに評価を行った。    

 

１ 対象施設 

   鳥取県立農村総合研修所（倉吉市大原大字宮ノ下６３２－４） 

２ 指定管理者 

   鳥取県農業協同組合中央会 代表理事会長 栗原 隆政 

３ 指定期間 

   平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで（５年間） 

４ 評価委員会 

 （１）開 催 日  令和４年１１月２９日（火） 

 （２）開催場所  鳥取県立農村総合研修所 第一演習室・会議室 

 （３）評価委員 

氏名 所属・役職 

中山 実郎 公立鳥取環境大学経営学部経営学科・教授 

井上 武美 井上武美税理士事務所・税理士 

小前 智栄美 鳥取中央農業協同組合総代 

柿原 弥生 農業生産者 

村上 敦志 農林水産部次長 

   ※柿原委員は都合により欠席、中山委員はオンライン出席 

 

（４）評価方法 

 令和元年度から令和３年度までの指定管理者から提出された事業報告書、各年度の県による評価結果、施

設見学、質疑応答等に基づき、各委員が評価項目ごとに５段階評価を行った。 

 

 （５）評価結果 

  別添のとおり、全ての委員から「概ね協定書の内容どおりの管理がなされている」との評価を得た。 

 

評価委員からの主な意見 

・新型コロナウイルス感染拡大という状況が続く中で、適切な管理が実施されている。 

・利用者サービスについては、コロナ禍に対応しており、今後も継続されることを望む。 

・利用者の利便性向上に配慮し、休所日である土日の開所など柔軟に対応することができている。 

・インターネット接続環境を自主的に整備するなど、利用者のニーズに対応することができている。 

・利用拡大に、今以上に力を注いでいただきたい。 

 



（別添） 

 


